
パブリックコメント手続きの問題点と見直しの方向性





＜現状の問題点＞


（１）府政の重要な政策であっても要綱上のパブコメ手続きがとられていないケースがある


（とられてない例）


○「庁舎移転構想（案）」（※）及び「都市構想（案）」


　　○関西3空港に関する提言（※）


○戦略本部会議の審議事項　


・部局長マニュフェスト


・府政運営の基本方針案


（※）･･･要綱外の任意の意見募集は実施





（２）府民からの意見が数件のものも多い


　　・21年度実施済案件11件の内9件が意見数10件未満


　　


　　








＜原因＞


（１）要綱の規定・運用の問題


○要綱の対象の定義がはっきりしない


○対象とするか否かの最終的な判断は担当課にゆだねる規定になっている


　　　↓


担当課と制度所管課で解釈が分かれるケースがある


○意見募集期間が一律30日以上となっており、柔軟な運用がしにくい


　　　↓


担当課は要綱上の手続きを避けたがる


　　（要綱外の任意の意見募集として実施するケースもある）





（２）周知の問題


いつ何が行われているか府民に分かりづらい


　（現状の周知、閲覧方法）


　・担当課ＨＰ掲載（一覧はパブコメＨＰに掲載）


・府政情報センター、担当課、情報プラザ等








＜対応案＞


（１）要綱の規定・運用の見直し（「計画、指針」「条例、規則」の部分）


○対象の定義を明確化する


　原則すべて対象とし、対象としないものを限定列挙する規定に改める


　（対象としないもの）


　　・行政内部にのみ適用されるもの（組織、人事、服務、内部事務手続き等）


　　・計画等に基づいてそれを実施するためのもの（実施計画等）


　　・個別具体的な処分に類するもの（条例に基づき施設を指定する規則等）


　　・事務的なもの（施行期日規則等）


　　・地方自治法74条の直接請求の対象とされないもの（地方税の賦課徴収等）


○対象の判断は制度所管課（府民課）で一元的に行うことに改める


○意見募集期間について、一定の対象について2週間以上とする規定を新たに設ける（要綱外の任意の意見募集も含め、要項手続きとして取り込み一元的に運用する）


　　（2週間以上とできるもの）


　　　・特定地域を対象とするもの　　


　　・特定分野を対象とするもの





（２）周知方法の改善


○パブコメ実施時に、ＨＰトップの「新着情報」に必ず掲載してもらう


○ＨＰトップ「府政の意見」ページ内にもパブコメページを設ける　





平成21年9月7日


府政情報室府民課





制度が形骸化している











